（第１号様式）

　　　　　年　　月　　日
　鳥取県知事　　　　　　　様

（事前協議者氏名）　　　　※押印不要

（登録申請を予定する者との関係を記載）

サービス付き高齢者向け住宅事業登録事前協議書
　下記のとおりサービス付き高齢者向け住宅事業の登録申請を予定していますので、事前協議します。
（担当）　　　　電話　
記

１　住宅の名称（予定）
２　住宅の所在地（予定）
３　その他
（１）登録申請の予定時期

　　　　年　月　日

（２）国庫補助（サービス付き高齢者向け住宅整備事業）の申請予定

　　　有又は無を記載

　　　申請予定時期　　　年　月　日　※国庫補助の申請予定が無の場合、記載不要
※　登録申請書類一式を添えて提出すること（ただし、計画の進ちょくその他の事由により、書類の一部を省略することができる。）
(第２号様式）
暴力団排除に係る登録拒否要件の確認情報

１．登録申請者が個人である場合
	登録申請者

	氏　名
	読み仮名
	生年月日
	性　別
	住　所

	
	
	
	
	

	登録申請者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合、その法定代理人

	氏　名
	読み仮名
	生年月日
	性　別
	住　所

	
	
	
	
	

	事務所の代表者である使用人

	氏　名
	読み仮名
	生年月日
	性　別
	住　所

	
	
	
	
	


２．登録申請者が法人である場合
	当該法人の役員

	氏　名
	読み仮名
	生年月日
	性　別
	住　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事務所の代表者である使用人

	氏　名
	読み仮名
	生年月日
	性　別
	住　所

	
	
	
	
	


（第３号様式）

第号
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　様

鳥取県知事
サービス付き高齢者向け住宅事業の登録について（通知）

　　年　月　日付けで申請のあった下記の住宅事業を、サービス付き高齢者向け住宅事業として登録しましたので、高齢者の居住の安定確保に関する法律第７条第３項の規定により通知します。
（担当）　　　　電話　
記
１　住宅の名称

２　住宅の所在地
３　登録番号
４　登録年月日

（第４号様式）

第号
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　様

鳥取県知事
サービス付き高齢者向け住宅事業を登録できない旨について（通知）

　　年　月　日付けで申請のあった下記の住宅事業は、下記３の理由によりサービス付き高齢者向け住宅事業として登録できませんでしたので、高齢者の居住の安定確保に関する法律第７条第４項の規定により通知します。
（担当）　　　電話　
記
１　住宅の名称

２　住宅の所在地
３　理由
（教示）

　この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、鳥取県知事に対して審査請求をすることができます。

また、処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の　翌日から起算して６か月以内に、鳥取県を被告として（訴訟において鳥取県を代表する者は鳥取県知事となります。）、提起することができます。

　なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることはできなくなります。また、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。

（第５号様式）

第号
　　　　年　　月　　日
市町村長　様

鳥取県知事　
サービス付き高齢者向け住宅事業の登録について（通知）

　貴市町村内におけるサービス付き高齢者向け住宅事業を下記のとおり登録しましたので、高齢者の居住の安定確保に関する法律第７条第５項の規定により通知します。
（担当）　　　　電話　
記

１　住宅の名称

２　住宅の所在地
３　登録番号

４　登録年月日

（第６号様式）

第号
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　様

鳥取県知事
サービス付き高齢者向け住宅事業の登録拒否について（通知）

　　年　月　日付けで申請のあった下記の住宅事業は、下記３の理由により、サービス付き高齢者向け住宅事業として登録できませんでしたので、高齢者の居住の安定確保に関する法律第８条第２項の規定により通知します。
（担当）　　　　電話　
記
１　住宅の名称

２　住宅の所在地
３　理由
高齢者の居住の安定確保に関する法律第８条第１項第号に該当
（教示）

　この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、鳥取県知事に対して審査請求をすることができます。

また、処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の　翌日から起算して６か月以内に、鳥取県を被告として（訴訟において鳥取県を代表する者は鳥取県知事となります。）、提起することができます。

　なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることはできなくなります。また、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
（第７号様式）

第号
　　　　年　　月　　日
鳥取県知事　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は主たる事務所の所在地
登録事業を承継する者の

商号、名称又は氏名
サービス付き高齢者向け住宅事業の地位承継の届出書

　下記のとおりサービス付き高齢者向け住宅事業の地位を承継しましたので、高齢者の居住の安定確保に関する法律第11条第３項の規定により届け出ます。
（担当）　　　　電話　
記

１　住宅の名称

２　住宅の所在地
３　地位承継の理由

４　地位承継した年月日

（第８号様式）

	年　　月　  日  
サービス付き高齢者向け住宅事業に係る廃業等届出書

高齢者の居住の安定確保に関する法律第１２条の規定により、サービス付き高齢者向け住宅事業の廃業等を届け出ます。

鳥取県知事　　　　　　  様
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　印　　

　　　　

	登録事業者の
氏名又は名称

	

	登録事業者の住所

	

	登録済の住宅の
名称及び所在地

	（名称）
（所在地）

	登録年月日

	年　　　月　　　日

	登録番号

	

	届出事由（以下のいずれかに）

①　登録事業の廃止（法第１２条第１項第１号）

　　　廃止予定日　・・・　　月　　日（※１）

　②　登録事業者の解散(合併、破産の場合を除く)（法第１２条第１項第２号）

　　　　解散予定日　・・・　　月　　日（※１）

　③　破産手続開始の決定（法第１２条第２項）

　　　　破産手続開始決定日・・・　　月　　日（※２）


	備考（参考事項）




※１　廃止及び解散の場合、予定日の３０日前までに届出書を提出してください。

※２　破産手続開始決定を受けた場合は、破産管財人が、決定日から３０日以内に届出書を提出してください。　　　

（第９号様式）

	年　　　月　　　日　

サービス付き高齢者向け住宅事業登録抹消申請書

高齢者の居住の安定確保に関する法律第１３条第1号の規定により、サービス付き高齢者向け住宅事業の登録の抹消を申請します。

鳥取県知事　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　申請者　　　　　　　　　　　
印　　


	登録済の住宅の
名称及び所在地

	（名称）
（所在地）

	登録年月日　　　　


	年　　　月　　　日

	登録番号
  
	

	抹消の理由

	


（第10号様式）

第号
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　様

鳥取県知事　
サービス付き高齢者向け住宅事業の登録抹消について（通知）
下記のサービス付き高齢者向け住宅事業について、高齢者の居住の安定確保に関する法律第13条第1項の規定により、登録を抹消しましたので通知します。
（担当）　　　　電話　
記
１　住宅の名称

２　住宅の所在地
（第11号様式）

第号
　　　　年　　月　　日
市町村長　様

鳥取県知事
サービス付き高齢者向け住宅事業の登録抹消について（通知）

貴市町村内における下記のサービス付き高齢者向け住宅事業について、高齢者の居住の安定確保に関する法律第13条第1項の規定により、登録を抹消しましたので同条第2項の規定により通知します。
（担当）　　　電話
記
１　住宅の名称

２　住宅の所在地
（第12号様式）

第号
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　様

鳥取県知事　　
サービス付き高齢者向け住宅事業の登録事項に係る指示書
あなたが登録を受けている下記のサービス付き高齢者向け住宅事業について、下記３のとおり高齢者の居住の安定確保に関する法律第25条第項の規定による是正の指示をします。
（担当）　　　　電話　
記
１　住宅の名称

２　住宅の所在地
３　是正すべき内容

４　是正が必要な理由

（第13号様式）

第号
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　様

鳥取県知事　　
サービス付き高齢者向け住宅事業の登録取消し通知

下記のサービス付き高齢者向け住宅事業について、高齢者の居住の安定確保に関する法律第26条第項第号の規定により、登録を取り消しましたので同条第3項の規定により通知します。
（担当）　　電話　
記
１　住宅の名称

２　住宅の所在地
３　取消しの理由
（教示）

　この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、鳥取県知事に対して審査請求をすることができます。

また、処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の　翌日から起算して６か月以内に、鳥取県を被告として（訴訟において鳥取県を代表する者は鳥取県知事となります。）、提起することができます。

　なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることはできなくなります。また、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。

（第14号様式）

　　　年　月　日　　

鳥取県知事　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者氏名

サービス付き高齢者向け住宅事業の管理状況報告書
このことについて、鳥取県サービス付き高齢者向け住宅の登録等に関する要綱第９条に基づき、年度末の状況を別添のとおり報告します。

（担当）　　　　電話
（第15号様式）

サービス付き高齢者向け住宅事業　管理状況等チェックシート
	報告時点
	　　　年　　月　　日

	事業者名
	　
	記入者名
	

	電話番号
	
	メールアドレス
	

	登録住宅

	登録番号
	
	住宅の名称
	

	住宅の所在地
	
	登録年月日
	


	No.
	該当条文番号
	内容
	管理・適合状況
変更の有無等

	１
	法1
	登録住宅を他の用途に利用していない
	［はい］　［いいえ］

	２
	法9-1
	登録事項や添付書類に変更があった場合、30日以内に知事へ届出ている
	［はい］　［いいえ］

	３
	高齢者居住安定確保計画（第二期）
	下記の（１）から（３）に示すように、入居者が介護サービス事業所を選択・利用する自由を確保している
	［はい］　［いいえ］

	
	（１）近隣に設置されている医療機関及び介護サービス事業所について、医療機能情報提供制度や介護サービス情報の公表制度を活用するなどして入居者に情報提供するよう配慮している
	［はい］　［いいえ］

	
	（２）入居者が利用する医療、介護サービス等について、登録事業者及び登録事業者と関係のある事業者など特定の事業者からのサービス提供に限定又は誘導していない
	［はい］　［いいえ］

	
	（３）入居者が希望する医療、介護サービス等の利用を妨げていない
	［はい］　［いいえ］

	４
	法6-1-1,2
	商号、名称又は氏名及び住所、事務所の名称及び所在地
	［有］　　［無］

	５
	法6-1-3,4
	下記の（１）から（２）に該当する役員及び使用人の氏名等
	［有］　　［無］

	
	（１）役員及び事務所の代表者である使用人の氏名（法人の場合）
	［有］　　［無］

	
	（２）登録申請者、登録者が未成年者である場合の法定代理人（法定代理人が法人である場合においては、その商号又は名称及び住所並びにその役員）、事務所の代表者である使用人の氏名（個人の場合）
	［有］　　［無］

	６
	法6-1-5,6
	登録住宅の位置、戸数
	［有］　　［無］

	７
	法6-1-7,8
法7-1-1,2
県基準1～4
	登録住宅の規模、構造及び設備
各居住部分の床面積規模
	［有］　　［無］

	８
	方６-１-９
法7-1-4
	入居者の資格に関する事項
	［有］　　［無］

	
	
	入居状況は以下のとおり
（4月1日時点）
入居戸数別
単身戸数
戸
同居戸数
戸
性別
男性
人
女性
人
年齢別
65歳未満
人
65歳以上75歳未満
人
75歳以上85歳未満
人
85歳以上
人
要介護度別
自立
人
要支援１
人
要支援２
人
要介護１
人
要介護２
人
要介護３
人
要介護４
人
要介護５
人

	

	９
	法6-1-10
法7-1-5
	入居者に提供する高齢者状況把握サービス及び生活支援サービスの内容
	［有］　　［無］

	10
	法6-1-11
	事業者が入居者から受領する金銭に関する事項
	［有］　　［無］

	11
	法6-1-12
法7-1-8
	家賃等の前払い制度を適用する場合における入居者に対し必要な保全措置、当該前払い金の概算額等
	［有］　　［無］

	12
	法6-1-14
	高齢者居住生活支援事業者と連携協力する場合における連携協力する事項
	［有］　　［無］

	13
	法7-1-3
	加齢対応構造等の基準適合状況
	［有］　　［無］

	14
	共同省令6-1
	登録住宅の名称
	［有］　　［無］

	15
	法7-1-6
共同省令6-3
	入居契約の内容、形態
	［有］　　［無］

	16
	共同省令6-4
	登録住宅の存する土地に関する権利の種別及び内容
	［有］　　［無］

	17
	共同省令6-5
	登録住宅の管理又は高齢者生活支援サービスを委託する場合における委託先に関する事項
	［有］　　［無］

	18
	共同省令6-6
	登録住宅の維持及び修繕に関する計画
	［有］　　［無］

	19
	共同省令6-7
	登録住宅の事業に係る法第５２条の認可の有無
	［有］　　［無］

	20
	共同省令6-9
	登録住宅の敷地又は隣接地に存する高齢者居住生活支援事業を行う施設の名称、位置及び種類
	［有］　　［無］

	21
	共同省令6-10
基本方針
	基本方針に掲げる事項
	［有］　　［無］

	22
	法24-1
県基準13
	下記の（１）から（５）に該当する事故
	［有］　　［無］

	
	（１）入居者の死亡事故（死亡後に相当期間の放置がなされた場合を含む。）
	［有］　　［無］

	
	（２）入居者に対する虐待
	［有］　　［無］

	
	（３）サ付き住宅設置者による入居者の財産侵害（職員による窃盗等）
	［有］　　［無］

	
	（４）サ付き住宅における火災事故
	［有］　　［無］

	
	（５）地震等の自然災害によるサ付き住宅の滅失、損傷
	［有］　　［無］


（第16号様式）
　年　　月　　日　
サービス付き高齢者向け住宅　事故報告書
	事業者名
	　
	記入者名
	

	電話番号
	
	メールアドレス
	

	登録住宅

	登録番号
	
	住宅の名称
	

	住宅の所在地
	
	登録年月日
	


（１）発生日時
　　　年　月　日（　　）　　　時　分
（２）事故の概要
（３）発生時の対応
（４）発生後の対応
（第17号様式）

第号
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　様

鳥取県知事　　

サービス付き高齢者向け住宅事業立入検査実施通知書について
下記のサービス付き高齢者向け住宅事業について、高齢者の居住の安定確保に関する法律第24条の規定により、下記のとおり立入検査を行いますので通知します。

（担当）　　電話　
記

１　住宅の名称

２　住宅の所在地
３　実施日時　　　　年　　月　　日　（　）

　　　　　　　　　　　　時　　分から
４　検査当日に準備いただく資料

５　検査職員（予定）

　　
（第18号様式）

第号
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　様

鳥取県知事　　

サービス付き高齢者向け住宅立入検査結果通知書について
下記のサービス付き高齢者向け住宅事業について、　　年　　月　　日に実施した立入検査の結果を通知します。
（担当）　　電話　
記

１　住宅の名称

２　住宅の所在地
３　検査結果
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